
　連合愛知は政策要望年間サイクルに
基づき、「働くことを軸とする安心社会」
の実現に向け、毎年「愛知県」「愛知労
働局」などに対し、勤労者・生活者の立
場から様々な政策の要望書を提出し、行
政施策への反映を求めています。

　また、地域協議会（県内11カ所）にお
いても、県内市町村に対して、同様に要
望書を提出しています。その中で、愛知
県の平成29年度予算の中に反映された
主な政策要望事項を紹介します。

連合愛知の政策要望年間サイクル

政府
愛知県・
市町村など

県議会・
市町村議会

政策推進議員国会議員団
連合愛知・地域協議会
（政策委員会）

県議会・市町村議会への
対応について、政策推進
議員に要請しています。

国策等の課題は、連合本
部と連携して国会議員
団を通じて政府に働きか
けを行っています。

まちづくり政策
● 災害に強いまちづくり
▶ 平成28年熊本地震における課題等に対応するため、地震防災対策が強化されます。　　　《約1,461万円》
　　◆被害自治体支援活動訓練の実施
　　◆中小企業における事業継続計画策定支援
　　◆応急仮設住宅建設訓練の実施
　　◆帰宅困難者対策の推進 他

● 安全で安心して暮らすことのできるまちづくり
▶ 交通事故死亡者数ワースト1位返上に向け、交通安全対策が推進されます。
　●車両運転中の「ながらスマホ」防止に向けたテレビＣＭ、Web広告などの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広報啓発　　　《約1,660万円》
　●高齢者の事故防止に向けた広報啓発（反射材の着用促進、改正道路交通法および運転免許証の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自主返納制度の周知）　　　《約1,601万円》

行財政改革
● 公契約条例の適正な運用
▶ 2016年4月1日から施行された愛知県公契約条例がより一層の実効性を
　 確保されるよう取り組まれます。
　　◆社会的価値の実現：契約手続きの過程において、事業者の社会的責任としての
　　　　　　　　　　　  取り組みを評価
　　◆労働環境の確認：労働関係法令の遵守状況を確認し、労働者の環境整備
　　◆関係団体との協議の場：公契約条例に関する取り組みを効果的かつ円滑に行うための、
　　　　　　　　　　　　　 協議の場を設置
　　◆社会保険等の加入確認：事業者の社会保険等の加入を促進

国や県市町村の事業（工事・サービスの提供・物の購入）を民間企業などに委託する際に結ぶ契約を公契約と言います。

公共事業・サービスの質を向上させ、地域経済の発展と公契約の下で働く雇用・労働条件の向上のために、
公契約が公正に活用されるよう条例化を求めています。

公契約とは？

なぜ、公契約条例が
必要なのか？

「底上げ・底支え」「格差是正」でクラシノソコアゲを実現しよう!
長時間労働撲滅でハッピーライフの実現を!

実は、だんだん日本の経済成長がにぶってきたって知ってる？

残業がますます増えたり、お金さえ払えば解雇できるようになるかも
知れないって知ってる？

介護が必要なお年寄りが増えているけど、介護の担い手が足りなく
なってるって知ってる？

みんなが選んだ政治家、ちゃんと働く人の暮らしを考えてくれてるかな？

要望書
策定
政策委員会で前年度
要望事項を評価し、策
定を進めます。

構成組織・地協・政策
推進議員で要望事項
を検討します。

地域政策
フォーラム

要望書
提出
愛知県知事に直接、
要望書を提出します。

要望書各項目の説明
と意見交換をします。

重点項目を愛知県知
事に直接、訴えます。

県知事との
懇談会

民進党代表質問を傍
聴します。

議会
傍聴行動

予算への反映状況の
説明を受けます。

予算説明
懇談会

政策要望
懇談会

構成組織・加盟組合・地域社会

連合愛知の政策実現に向けた取り組み
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連合愛知は、愛知県下５4万人を超える労働者で組織する労働組合団体です。38の「構成組織」（産業別労働組合等）が加盟しており、その
スケールメリットを活かし、愛知県への要請などをはじめ、すべての勤労者・県民にかかわる課題（労働関係法、社会保障制度、最低賃金、平
和・人権・環境・教育など）の解決に向けて取り組んでいます。　

日本労働組合総連合会愛知県連合会 〒456-0002  名古屋市熱田区金山町１丁目１４-１８  ワークライフプラザ れあろ４階　TEL.052-684-0005　URL http://www.rengo-aichi.or.jp/

教育政策
● 労働に係る十分な学びを保障するためのさらなるキャリア教育の充実
▶ 子どもたちの労働に係る学びを見直したキャリア教育の充実が推進されます。
　●企業開拓等に有用な映像資料の作成等就労支援強化および
　　　　　　　　　　　　　　　　　障がい児の理解啓発を推進　　　《約369万円》
▶ 特別支援学校の過大化（学校・教室の不足）解消に向けた整備が進められます。
　●刈谷市立特別支援学校の建設費の一部を市に対して補助（30/4開校予定）　　　《3億5,100万円》
　●安城特別支援学校の教室不足等緩和：西尾市内への新設に向けた調査　　　《約917万円》
　●特別支援学校への冷房設備を整備（設計14校284教室）　　　《約5,721万円》
　●トイレの洋式化および床の乾式化（設計4校40箇所）　　　《約1,155万円》

・教職員の労働条件・環境整備：学校における業務改善を実践するモデル事業が実施されます。　　　《約233万円》新規

新規

新規

新規
新規

新規
新規

〔その他要望事項〕



▶ 保育士の人材確保に向け、労働環境改善や処遇改善も含めた取り組みが進められます。
　●リーダー的な役割を求められる職員等に対するキャリアアップ研修　　　《約960万円》
　●保育所等に勤務する短時間勤務の保育補助者の雇用費用補助　　　《約7,365万円》
▶ 子どもの貧困対策として保護者への経済的・就労支援が進められます。
　●ひとり親家庭の母等へ就業支援講習会の実施や就業情報提供等
支援センター　　　《約2,145万円》　 母子家庭等就職活動支援　　　《1,112万円》

　●生活困窮世帯等の子どもを対象とした学習支援や、保護者への子どもの養育に必要な知識と
公的支援の情報提供等　　　《約2,457万円》

　●平成28年度に実施した「愛知子ども調査」および「ひとり親家庭等実態調査」の結果の詳細な分析を行い
実効性のある施策を検討　　　《約404万円》

▶ 「モノづくり愛知」の次代を担う「人財」をさらに活かすため、技術者の育成・継承への支援が強化されます。
　●愛知県産業人材育成支援センターによる人材の育成・確保の支援が充実され、
「中小企業インターンシップ実践セミナー」が新たに開催　　　《約1,665万円》

▶ 次世代自動車・航空宇宙・ＩＴ産業など次世代成長産業に対する支援がさらに充実されます。
　●エアロマート名古屋2017に出展する中小企業の販路開拓等を支援　　　《約976万円》
　●ロボカップ2017名古屋世界大会や、2020年に開催するワールドロボットサミットを
　　契機とし、さらなるロボット産業の集積を促進　　　《1億2,825万円》

● 子ども・子育て支援、児童福祉の拡充

● 高齢者福祉の充実
▶ 介護サービスの充実と介護従事者の処遇改善等に向けた支援事業が拡充されます。
　●介護従事者の離職防止と人材の確保のために、「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」に
関する支援　　　《約4億741万円》

　　　　　　　　　　　　　・介護従事者のメンタルヘルス研修　　　《約925万円》
　　　　　　　　　　　　　・高校生の施設体験を含む「介護教室」等の開催　　　《約390万円》　など

〔その他要望事項〕

福祉・社会保障政策

産業・雇用・労働政策
● 地域の産業振興

● 雇用の安定と創出
▶ 若年層・障がい者の雇用対策が強化されます。
　●若者職場定着支援として、職場内で相談相手となる人材の養成や
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門家の派遣等　　　《約872万円》
　●未就職卒業者の就職支援および非正規雇用労働者の正規雇用化支援として、「就職支援塾」の開催
中小企業に対し、正規雇用化に向けた講演会開催や専門家の派遣　　　《約1,624万円》

　●障がい者雇用促進に向け、初めて障がい者を雇用する中小企業へ奨励金制度を創設　　　《2,243万円》
　●障がい者雇用の先進企業の見学会・交流会等の実施　　　《約684万円》

〔その他要望事項〕・ 　　　　　　　　　　　 ：「産業空洞化対策減税基金」補助制度が2017年度も継続されます。
・ 　　　　　　　　　　　 ：学生・企業へ労働関係法令遵守のための啓発が広く展開されます。
・ 　　　　　　　　　　　 ：「就労につながる地域の日本語教室」に関するニーズ調査が実施されます。

産 業 空 洞 化 対 策
若者労働環境適正化推進
外国人労働者就労支援

男女平等政策
● 社会のあらゆる分野における女性の活躍
▶ 「女性が元気に働き続けられる愛知」を目指した、女性の活躍促進が充実されます。
　●地方銀行と連携した中小企業等における女性の活躍に向けた取り組みの促進　　　《約567万円》
　●女子中高生の理系進路選択に向けた情報発信　　　《約396万円》
　●地域のイクメン育成のけん引役を養成、子育て中の父親にイクメンアドバイスブックによる啓発　　　《920万円》

● ワーク・ライフ・バランスの実現
▶ 長時間労働の是正に向けて、働き方改革に取り組む企業の支援が進められます。
　●職場環境改善支援として働き方改革アドバイザー派遣、取り組み報告会の開催等　　　《約1,079万円》
▶ 待機児童の早期解消に向け環境整備が拡大されます。

22か所　　　《19億5,289万円》
7施設➡21施設　　　《約8億9,638万円》
　　　《3億3,748万円》

：
：
：

：

保 育 所 緊 急 整 備
認定こども園施設整備
保育所等賃借料支援補助

●保育所（認定こども園含む）等への整備費の補助

65か所➡72か所　　　《約2億1,062万円》
2か所　　　《804万円》

病児保育事業
●病児・病後児保育への必要な経費の補助
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病児保育施設の整備に係る経費の一部を補助

継続

継続

継続

～200万円未満 200～400万円未満 400～600万円未満 600～800万円未満 800～1000万円未満 1000万円以上 無回答
◆保護者・世帯年収 （愛知子ども調査　抜粋）

◆年収（世帯の総収入） （平成28年度愛知県ひとり親家庭等実態調査　抜粋）

愛知県平成２9年度予算に反映できた
主要な政策要望事項
私たちが要望した政策のうち、子供の貧困対策として、平成28年度に実施した「愛知子ども調査」および
「ひとり親家庭等実態調査」の結果分析から、実効性ある施策の検討や保護者への経済的・就労支援が進められるなど、
次の主な政策要望事項が愛知県の29年度予算（一般会計：2兆5,209億余円）の中に反映されています。

・　　　　　　　　　　　　 ：モデル事業報告書の作成、普及啓発イベントが開催されます。　　　《約996万円》
・　　　　　　　　　　　　 ：医療療育センター（仮称）が改築されます。　　　《12億6,117万円》

新規
拡充

地域包括ケア普及啓発推進
障がい児者の医療・介護支援

〔その他要望事項〕 継続

環境・エネルギー政策
● 地球温暖化防止策（低炭素社会の構築）の推進
▶ 省エネ活動の推進や再生可能エネルギー等の導入促進が進められます。
　●県有施設（約180施設）において蛍光灯からLED照明への切り替え　　　《約656万円》
　●環境負荷低減設備を導入し、省エネに取り組む中小企業者を支援（金利を0.2％引下げ）

新規

経済環境適応資金（パワーアップ資金【環境・省エネ】）　　　《1,180億円》拡充

・住宅用地球温暖化対策 : 太陽光発電施設、電気自動車等充給電設備等の設置に補助されます。　　　《1億4,000万円》

拡充
拡充事業内容

●世帯収入が200万円未満の割合は、小1、小5、中2とも約４～５％
●小1、小5、中2とも400～600万円未満の世帯の割合が最も高い
●学年が上がるにつれ、世帯年収が高い割合が多くなる

●平成28年のボーナスを含む年間総収入は、母子世帯では「100万円～150万円未満」と回答した人の割合が17.1％と最も高く、次いで「200万円～250万円未満」が15.8％、
　「150万円～200万円未満」が15.0％の順となっている。
●父子世帯では「400万円～500万円未満」と回答した人の割合が15.2％と最も高く、次いで「250万円～300万円未満」が11.4％、「300万円～350万円未満」が10.8％の順となっている。
●母子世帯の平均年収は、247.6万円となっており、父子世帯の平均年収は、413.5万円となっている。
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▶ 保育士の人材確保に向け、労働環境改善や処遇改善も含めた取り組みが進められます。
　●リーダー的な役割を求められる職員等に対するキャリアアップ研修　　　《約960万円》
　●保育所等に勤務する短時間勤務の保育補助者の雇用費用補助　　　《約7,365万円》
▶ 子どもの貧困対策として保護者への経済的・就労支援が進められます。
　●ひとり親家庭の母等へ就業支援講習会の実施や就業情報提供等
支援センター　　　《約2,145万円》　 母子家庭等就職活動支援　　　《1,112万円》

　●生活困窮世帯等の子どもを対象とした学習支援や、保護者への子どもの養育に必要な知識と
公的支援の情報提供等　　　《約2,457万円》

　●平成28年度に実施した「愛知子ども調査」および「ひとり親家庭等実態調査」の結果の詳細な分析を行い
実効性のある施策を検討　　　《約404万円》

▶ 「モノづくり愛知」の次代を担う「人財」をさらに活かすため、技術者の育成・継承への支援が強化されます。
　●愛知県産業人材育成支援センターによる人材の育成・確保の支援が充実され、
「中小企業インターンシップ実践セミナー」が新たに開催　　　《約1,665万円》

▶ 次世代自動車・航空宇宙・ＩＴ産業など次世代成長産業に対する支援がさらに充実されます。
　●エアロマート名古屋2017に出展する中小企業の販路開拓等を支援　　　《約976万円》
　●ロボカップ2017名古屋世界大会や、2020年に開催するワールドロボットサミットを
　　契機とし、さらなるロボット産業の集積を促進　　　《1億2,825万円》

● 子ども・子育て支援、児童福祉の拡充

● 高齢者福祉の充実
▶ 介護サービスの充実と介護従事者の処遇改善等に向けた支援事業が拡充されます。
　●介護従事者の離職防止と人材の確保のために、「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」に
関する支援　　　《約4億741万円》

　　　　　　　　　　　　　・介護従事者のメンタルヘルス研修　　　《約925万円》
　　　　　　　　　　　　　・高校生の施設体験を含む「介護教室」等の開催　　　《約390万円》　など

〔その他要望事項〕

福祉・社会保障政策

産業・雇用・労働政策
● 地域の産業振興

● 雇用の安定と創出
▶ 若年層・障がい者の雇用対策が強化されます。
　●若者職場定着支援として、職場内で相談相手となる人材の養成や
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専門家の派遣等　　　《約872万円》
　●未就職卒業者の就職支援および非正規雇用労働者の正規雇用化支援として、「就職支援塾」の開催
中小企業に対し、正規雇用化に向けた講演会開催や専門家の派遣　　　《約1,624万円》

　●障がい者雇用促進に向け、初めて障がい者を雇用する中小企業へ奨励金制度を創設　　　《2,243万円》
　●障がい者雇用の先進企業の見学会・交流会等の実施　　　《約684万円》

〔その他要望事項〕・ 　　　　　　　　　　　 ：「産業空洞化対策減税基金」補助制度が2017年度も継続されます。
・ 　　　　　　　　　　　 ：学生・企業へ労働関係法令遵守のための啓発が広く展開されます。
・ 　　　　　　　　　　　 ：「就労につながる地域の日本語教室」に関するニーズ調査が実施されます。

産 業 空 洞 化 対 策
若者労働環境適正化推進
外国人労働者就労支援

男女平等政策
● 社会のあらゆる分野における女性の活躍
▶ 「女性が元気に働き続けられる愛知」を目指した、女性の活躍促進が充実されます。
　●地方銀行と連携した中小企業等における女性の活躍に向けた取り組みの促進　　　《約567万円》
　●女子中高生の理系進路選択に向けた情報発信　　　《約396万円》
　●地域のイクメン育成のけん引役を養成、子育て中の父親にイクメンアドバイスブックによる啓発　　　《920万円》

● ワーク・ライフ・バランスの実現
▶ 長時間労働の是正に向けて、働き方改革に取り組む企業の支援が進められます。
　●職場環境改善支援として働き方改革アドバイザー派遣、取り組み報告会の開催等　　　《約1,079万円》
▶ 待機児童の早期解消に向け環境整備が拡大されます。

22か所　　　《19億5,289万円》
7施設➡21施設　　　《約8億9,638万円》
　　　《3億3,748万円》

：
：
：

：

保 育 所 緊 急 整 備
認定こども園施設整備
保育所等賃借料支援補助

●保育所（認定こども園含む）等への整備費の補助

65か所➡72か所　　　《約2億1,062万円》
2か所　　　《804万円》

病児保育事業
●病児・病後児保育への必要な経費の補助

拡充

拡充

新規

新規

新規
新規

新規

新規
新規

新規

新規

拡充

新規
拡充

新規

継続

新規
新規

新規

新規
新規

病児保育施設の整備に係る経費の一部を補助

継続

継続

継続

～200万円未満 200～400万円未満 400～600万円未満 600～800万円未満 800～1000万円未満 1000万円以上 無回答
◆保護者・世帯年収 （愛知子ども調査　抜粋）

◆年収（世帯の総収入） （平成28年度愛知県ひとり親家庭等実態調査　抜粋）

愛知県平成２9年度予算に反映できた
主要な政策要望事項
私たちが要望した政策のうち、子供の貧困対策として、平成28年度に実施した「愛知子ども調査」および
「ひとり親家庭等実態調査」の結果分析から、実効性ある施策の検討や保護者への経済的・就労支援が進められるなど、
次の主な政策要望事項が愛知県の29年度予算（一般会計：2兆5,209億余円）の中に反映されています。

・　　　　　　　　　　　　 ：モデル事業報告書の作成、普及啓発イベントが開催されます。　　　《約996万円》
・　　　　　　　　　　　　 ：医療療育センター（仮称）が改築されます。　　　《12億6,117万円》

新規
拡充

地域包括ケア普及啓発推進
障がい児者の医療・介護支援

〔その他要望事項〕 継続

環境・エネルギー政策
● 地球温暖化防止策（低炭素社会の構築）の推進
▶ 省エネ活動の推進や再生可能エネルギー等の導入促進が進められます。
　●県有施設（約180施設）において蛍光灯からLED照明への切り替え　　　《約656万円》
　●環境負荷低減設備を導入し、省エネに取り組む中小企業者を支援（金利を0.2％引下げ）

新規

経済環境適応資金（パワーアップ資金【環境・省エネ】）　　　《1,180億円》拡充

・住宅用地球温暖化対策 : 太陽光発電施設、電気自動車等充給電設備等の設置に補助されます。　　　《1億4,000万円》

拡充
拡充事業内容

●世帯収入が200万円未満の割合は、小1、小5、中2とも約４～５％
●小1、小5、中2とも400～600万円未満の世帯の割合が最も高い
●学年が上がるにつれ、世帯年収が高い割合が多くなる

●平成28年のボーナスを含む年間総収入は、母子世帯では「100万円～150万円未満」と回答した人の割合が17.1％と最も高く、次いで「200万円～250万円未満」が15.8％、
　「150万円～200万円未満」が15.0％の順となっている。
●父子世帯では「400万円～500万円未満」と回答した人の割合が15.2％と最も高く、次いで「250万円～300万円未満」が11.4％、「300万円～350万円未満」が10.8％の順となっている。
●母子世帯の平均年収は、247.6万円となっており、父子世帯の平均年収は、413.5万円となっている。
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　連合愛知は政策要望年間サイクルに
基づき、「働くことを軸とする安心社会」
の実現に向け、毎年「愛知県」「愛知労
働局」などに対し、勤労者・生活者の立
場から様々な政策の要望書を提出し、行
政施策への反映を求めています。

　また、地域協議会（県内11カ所）にお
いても、県内市町村に対して、同様に要
望書を提出しています。その中で、愛知
県の平成29年度予算の中に反映された
主な政策要望事項を紹介します。

連合愛知の政策要望年間サイクル

政府
愛知県・
市町村など

県議会・
市町村議会

政策推進議員国会議員団
連合愛知・地域協議会
（政策委員会）

県議会・市町村議会への
対応について、政策推進
議員に要請しています。

国策等の課題は、連合本
部と連携して国会議員
団を通じて政府に働きか
けを行っています。

まちづくり政策
● 災害に強いまちづくり
▶ 平成28年熊本地震における課題等に対応するため、地震防災対策が強化されます。　　　《約1,461万円》
　　◆被害自治体支援活動訓練の実施
　　◆中小企業における事業継続計画策定支援
　　◆応急仮設住宅建設訓練の実施
　　◆帰宅困難者対策の推進 他

● 安全で安心して暮らすことのできるまちづくり
▶ 交通事故死亡者数ワースト1位返上に向け、交通安全対策が推進されます。
　●車両運転中の「ながらスマホ」防止に向けたテレビＣＭ、Web広告などの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広報啓発　　　《約1,660万円》
　●高齢者の事故防止に向けた広報啓発（反射材の着用促進、改正道路交通法および運転免許証の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自主返納制度の周知）　　　《約1,601万円》

行財政改革
● 公契約条例の適正な運用
▶ 2016年4月1日から施行された愛知県公契約条例がより一層の実効性を
　 確保されるよう取り組まれます。
　　◆社会的価値の実現：契約手続きの過程において、事業者の社会的責任としての
　　　　　　　　　　　  取り組みを評価
　　◆労働環境の確認：労働関係法令の遵守状況を確認し、労働者の環境整備
　　◆関係団体との協議の場：公契約条例に関する取り組みを効果的かつ円滑に行うための、
　　　　　　　　　　　　　 協議の場を設置
　　◆社会保険等の加入確認：事業者の社会保険等の加入を促進

国や県市町村の事業（工事・サービスの提供・物の購入）を民間企業などに委託する際に結ぶ契約を公契約と言います。

公共事業・サービスの質を向上させ、地域経済の発展と公契約の下で働く雇用・労働条件の向上のために、
公契約が公正に活用されるよう条例化を求めています。

公契約とは？

なぜ、公契約条例が
必要なのか？

「底上げ・底支え」「格差是正」でクラシノソコアゲを実現しよう!
長時間労働撲滅でハッピーライフの実現を!

実は、だんだん日本の経済成長がにぶってきたって知ってる？

残業がますます増えたり、お金さえ払えば解雇できるようになるかも
知れないって知ってる？

介護が必要なお年寄りが増えているけど、介護の担い手が足りなく
なってるって知ってる？

みんなが選んだ政治家、ちゃんと働く人の暮らしを考えてくれてるかな？

要望書
策定
政策委員会で前年度
要望事項を評価し、策
定を進めます。

構成組織・地協・政策
推進議員で要望事項
を検討します。

地域政策
フォーラム

要望書
提出
愛知県知事に直接、
要望書を提出します。

要望書各項目の説明
と意見交換をします。

重点項目を愛知県知
事に直接、訴えます。

県知事との
懇談会

民進党代表質問を傍
聴します。

議会
傍聴行動

予算への反映状況の
説明を受けます。

予算説明
懇談会

政策要望
懇談会

構成組織・加盟組合・地域社会

連合愛知の政策実現に向けた取り組み

2016-2017　　　 重点要望書の提出

国
会
対
策

議
会
で
の
質
問

要 

望 

書

新規

新規

連合愛知は、愛知県下５4万人を超える労働者で組織する労働組合団体です。38の「構成組織」（産業別労働組合等）が加盟しており、その
スケールメリットを活かし、愛知県への要請などをはじめ、すべての勤労者・県民にかかわる課題（労働関係法、社会保障制度、最低賃金、平
和・人権・環境・教育など）の解決に向けて取り組んでいます。　

日本労働組合総連合会愛知県連合会 〒456-0002  名古屋市熱田区金山町１丁目１４-１８  ワークライフプラザ れあろ４階　TEL.052-684-0005　URL http://www.rengo-aichi.or.jp/

教育政策
● 労働に係る十分な学びを保障するためのさらなるキャリア教育の充実
▶ 子どもたちの労働に係る学びを見直したキャリア教育の充実が推進されます。
　●企業開拓等に有用な映像資料の作成等就労支援強化および
　　　　　　　　　　　　　　　　　障がい児の理解啓発を推進　　　《約369万円》
▶ 特別支援学校の過大化（学校・教室の不足）解消に向けた整備が進められます。
　●刈谷市立特別支援学校の建設費の一部を市に対して補助（30/4開校予定）　　　《3億5,100万円》
　●安城特別支援学校の教室不足等緩和：西尾市内への新設に向けた調査　　　《約917万円》
　●特別支援学校への冷房設備を整備（設計14校284教室）　　　《約5,721万円》
　●トイレの洋式化および床の乾式化（設計4校40箇所）　　　《約1,155万円》

・教職員の労働条件・環境整備：学校における業務改善を実践するモデル事業が実施されます。　　　《約233万円》新規

新規

新規

新規
新規

新規
新規

〔その他要望事項〕




